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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｍｇ：３．００質量％以下、
　Ｓｉ：１．００質量％以下であり、
　Ｆｅ：５．０質量％以下、Ｍｎ：５．０質量％以下、Ｎｉ：５．０質量％以下のうち少
なくとも１種を含有すると共に、その合計量が８．０質量％以下であり、
　Ｃｒ：２．０質量％以下、Ｔｉ：０．５質量％以下、Ｚｒ：２．０質量％以下のうち少
なくとも１種を含有すると共に、その合計量が２．０質量％以下であり、
　残部がＡｌおよび不可避的不純物からなり、
　表面に占める金属間化合物の面積率が５～４０％かつ単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属
間化合物の面積率の合計が１％以下
　であることを特徴とする磁気ディスク用アルミニウム合金ブランク。
【請求項２】
　ヤング率が７３ＧＰａ以上、耐力が９０ＭＰａ以上であることを特徴とする請求項１に
記載の磁気ディスク用アルミニウム合金ブランク。
【請求項３】
　表面における前記金属間化合物の絶対最大長が５０μｍ以下であることを特徴とする請
求項１または請求項２に記載の磁気ディスク用アルミニウム合金ブランク。
【請求項４】
　Ｃｕ：０．１質量％以上１０．０質量％以下、Ｚｎ：０．１質量％以上１０．０質量％
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以下のうち少なくとも１種を含有することを特徴とする請求項１から請求項３のうちのい
ずれか一項に記載の磁気ディスク用アルミニウム合金ブランク。
【請求項５】
　請求項１から請求項４のうちのいずれか一項に記載の磁気ディスク用アルミニウム合金
ブランクを用いたことを特徴とする磁気ディスク用アルミニウム合金サブストレート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクおよび磁気ディスク用アルミニウ
ム合金サブストレートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンピュータやハードディスクドライブ（ＨＤＤ）などの記録媒体としてアルミニウム
（Ａｌ）合金製の磁気ディスクが使用されている。このような磁気ディスクは、板材の表
面を鏡面加工し、脱脂処理、酸エッチング処理、デスマット処理、１ｓｔジンケート処理
、硝酸剥離処理、２ｎｄジンケート処理、無電解Ｎｉ－Ｐめっき処理が順に行われた後、
磁性膜や保護膜等を形成することで製造される。
【０００３】
　記録容量の大容量化の要請から、内部に搭載する磁気ディスク枚数を増やしたいという
要求（ニーズ）がある。当該ニーズに応えるため、磁気ディスクの薄肉化が検討されてい
るが、磁気ディスクを薄肉化するとＨＤＤで回転させたときに発生する振動が大きくなり
易いという問題がある。一方、ガラス製基板は元々高剛性であるが、平坦とするための生
産コスト（研削）に劣るという問題がある。このような問題を解決するため、生産コスト
に優れるアルミニウム圧延板を適用する磁気ディスクブランクを高剛性化するニーズがあ
る。
【０００４】
　高剛性化を目的とした磁気ディスクに関する発明が、例えば、特許文献１に開示されて
いる。当該特許文献１に記載の発明は、Ａｌ合金マトリックス中にセラミックス粒子また
はセラミックス繊維のうちの少なくとも一方を体積比で５～５０％分散させるというもの
である。
　なお、この特許文献１には、当該磁気ディスクに用いられるＡｌ合金板を次のようにし
て製造したことが記載されている。すなわち、マトリックス粒子としてアトマイズ法によ
って得られた純Ａｌ粒子と、強化繊維としてＡｌ２Ｏ３粒子と、を用意し、これらを均一
に混合する（繊維体積比１５％）。この混合物を成形型に入れ溶融温度付近でＨＩＰ（Ho
t Isostatic Pressing）処理後、熱間圧延を行って所定の板厚の板を製造する旨が記載さ
れている。なお、この方法では一枚ずつ処理せざるを得ないので、生産コストに劣るとい
うガラス製基板と同様の問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭６３－１８３１４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前記したように、特許文献１に記載の発明は、マトリックス粒子と強化繊維とを混合し
て溶融温度付近でＨＩＰ処理を行って得られたものであるので、マトリックス粒子と強化
繊維との密着性が十分でないおそれがある。そのため、特許文献１に記載されているＡｌ
合金板には、板表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の平滑性を近年の記録密度を満足
できる程に高くすることができないおそれがある。
　また、前記したように、生産コストに優れるアルミニウム圧延板を適用する磁気ディス
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クブランクを高剛性化するニーズがある。
【０００７】
　本発明は前記状況に鑑みてなされたものであり、剛性（例えば、ヤング率）、および表
面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の平滑性に優れた磁気ディスク用アルミニウム合金
ブランクおよび磁気ディスク用アルミニウム合金サブストレートを提供することを課題と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、前記課題を解決するため鋭意研究した結果、金属間化合物の面積率を高く
することによって基板全体の剛性を向上できることを見出した。また、本発明者は、金属
間化合物には、単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物のように、表面上に無電解Ｎｉ
－Ｐめっきが表面に析出しないものと、これら以外の金属間化合物のように、表面上に無
電解Ｎｉ－Ｐめっきが表面に析出するものと、があることを見出した。そして、本発明者
は、無電解Ｎｉ－Ｐめっきが表面に析出する金属間化合物の面積率を選択的に高くするこ
とで、剛性を高めつつ同時にめっき欠陥の発生を抑制できることを見出し、本発明を完成
するに至った。
【０００９】
　前記課題を解決した本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、Ｍｇ：
３．００質量％以下、Ｓｉ：１．００質量％以下であり、Ｆｅ：５．０質量％以下、Ｍｎ
：５．０質量％以下、Ｎｉ：５．０質量％以下のうち少なくとも１種を含有すると共に、
その合計量が８．０質量％以下であり、Ｃｒ：２．０質量％以下、Ｔｉ：０．５質量％以
下、Ｚｒ：２．０質量％以下のうち少なくとも１種を含有すると共に、その合計量が２．
０質量％以下であり、残部がＡｌおよび不可避的不純物からなり、表面に占める金属間化
合物の面積率が５～４０％かつ単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計
が１％以下であることとした。
【００１０】
　このように、本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、Ｍｇを所定値
以下とし、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉと、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒとをそれぞれ所定量含有し、また、表
面に占める金属間化合物の面積率を所定の範囲としているので、剛性に優れている。さら
に、本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、表面に占める単体Ｓｉお
よびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計を所定値以下としているので、表面に形成
した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜に形成されるピット数をより低減でき、めっき膜の平滑性に
優れたものとすることができる。
【００１１】
　本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、ヤング率が７３ＧＰａ以上
、耐力が９０ＭＰａ以上であることが好ましい。
【００１２】
　このように、本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、ヤング率を所
定値以上としているので、剛性に優れたものとすることができる。また、本発明に係る磁
気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、耐力を所定値以上としているので、磁気ディ
スクとして要求される耐衝撃性を維持できる程度の強度が得られる。
【００１３】
　本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、表面における前記金属間化
合物の絶対最大長が５０μｍ以下であることが好ましい。
【００１４】
　このように、本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、表面における
前記金属間化合物の絶対最大長を所定値以下としているので、表面に形成した無電解Ｎｉ
－Ｐめっき膜の平滑性をより優れたものとすることができる。
【００１５】
　本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、Ｃｕ：０．１質量％以上１
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０．０質量％以下、Ｚｎ：０．１質量％以上１０．０質量％以下のうち少なくとも１種を
含有することが好ましい。
【００１６】
　このように、本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクは、ＣｕおよびＺ
ｎを所定値以下で含有しているので、ブランク（サブストレート）の表面に形成した無電
解Ｎｉ－Ｐめっき膜表面の平滑性をさらに優れたものとすることができる。
【００１７】
　本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金サブストレートは、前記したうちのいず
れか一つに記載の磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクを用いたこととした。
【００１８】
　このように、本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金サブストレートは、前記し
た本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクを用いているので、剛性、およ
び表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の平滑性に優れたものとすることができる。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクおよび磁気ディスク用アルミニ
ウム合金サブストレートは、剛性、および表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の平滑
性に優れている。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明に係る磁気ディスク用アルミニウム合金ブランクおよび磁気ディスク用ア
ルミニウム合金サブストレート（以下、それぞれ単に「ブランク」および「サブストレー
ト」と呼称する場合がある）を実施するための形態について詳細に説明する。
【００２１】
［ブランクの第１実施形態］
　はじめに、ブランクの第１実施形態について説明する。
　本実施形態に係るブランクは、Ｍｇ：３．００質量％以下、Ｓｉ：１．００質量％以下
としている。また、本実施形態に係るブランクは、Ｆｅ：５．０質量％以下、Ｍｎ：５．
０質量％以下、Ｎｉ：５．０質量％以下のうち少なくとも１種を含有すると共に、その合
計量を８．０質量％以下としている。さらに、本実施形態に係るブランクは、Ｃｒ：２．
０質量％以下、Ｔｉ：０．５質量％以下、Ｚｒ：２．０質量％以下のうち少なくとも１種
を含有すると共に、その合計量を２．０質量％以下としている。本実施形態に係るブラン
クの化学組成のうち残部はＡｌおよび不可避的不純物からなるアルミニウム合金を用いて
所定の形状に形成されている。
　そして、本実施形態に係るブランクは、表面に占める金属間化合物の面積率が５～４０
％かつ単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計が１％以下という構成と
している。
【００２２】
（Ｍｇ）
　Ｍｇは、単独で含有させると、ブランクの耐力を向上できる。ただし、Ｍｇが増加する
に従ってヤング率が低下するので、Ｍｇが３．００質量％を超えるとヤング率を７３ＧＰ
ａ以上とするのが困難になる。そのため、Ｍｇは３．００質量％以下とする。なお、ブラ
ンクのヤング率を高く維持する観点から、Ｍｇは２．００質量％以下であるのが好ましく
、１．００質量％以下であるのがより好ましい。
　また、Ｍｇは、後記するようにＳｉと結合し、Ｍｇ－Ｓｉ系金属間化合物の生成量が多
くなるため、これを抑制する観点から、前記したように３．００質量％以下とする。Ｍｇ
－Ｓｉ系金属間化合物を抑制するという観点からするとＭｇ量は低いほど望ましいが、Ｍ
ｇの下限を抑えるためにはＭｇ量の低い高純度の原料を用いる必要があり、コスト増にな
る。本発明においては、Ｍｇ量を０．００５質量％程度まで抑制できていれば十分Ｍｇ－
Ｓｉ系金属間化合物の生成を抑制できるため、Ｍｇ量の下限を設ける場合は０．００５質
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量％とするのが好ましい。
【００２３】
（Ｓｉ）
　Ｓｉは、通常、地金不純物としてＡｌ合金中に混入するものであり、Ａｌ合金の鋳塊を
鋳造する工程において、Ａｌ合金の鋳塊や板表面に単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化
合物を生じさせる。
　Ｓｉが１．００質量％を超えると、単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の生成量
が多くなる。単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の生成量が多くなり過ぎると、ブ
ランクとして必要なレベルの耐力を維持できない場合がある。さらに、単体ＳｉおよびＭ
ｇ－Ｓｉ系金属間化合物上には無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜が被覆しないため、無電解Ｎｉ－
Ｐめっき膜形成後の平滑性に劣ることとなる。そのため、Ｓｉは１．００質量％以下とす
る。Ｓｉ量は少ないほど好ましく、０．２０質量％以下であるのが好ましく、０．１０質
量％以下であるのがより好ましい。なお、Ｓｉを０．００５質量％未満とするには高純度
な地金を用いる必要があり、非常に高コストとなるため現実的ではない。よって、Ｓｉ量
の下限を設ける場合は０．００５質量％とするのが好ましい。
【００２４】
（Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉ）
　本発明においては、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉのうちの少なくとも１種を含有することによって
、ブランクのヤング率が向上する。ただし、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉのうちの少なくとも１種が
単独で５．０質量％を超えるか、２種以上の合計が８．０質量％を超えると、圧延ができ
なくなる。つまり、過剰に金属間化合物が増え延性が低下し、熱間圧延で熱間圧延板に割
れ（以下、単に「熱間割れ」と呼称する場合がある）が生じる。そのため、Ｆｅ：５．０
質量％以下、Ｍｎ：５．０質量％以下、Ｎｉ：５．０質量％以下のうち少なくとも１種を
含有すると共に、その合計量を８．０質量％以下とする。
　なお、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉを過剰に添加した場合、粗大晶が生じ易くなる。粗大晶は、め
っきの前処理工程において脱落した場合、めっき欠陥になることがあるため、めっき平滑
性の観点から、Ｆｅは２．０質量％以下、Ｍｎは２．０質量％以下、Ｎｉは２．０質量％
以下であるのが好ましく、また、その合計量は４．０質量％以下であるのが好ましい。一
方、ヤング率を確保する観点から、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉの合計量は０．７質量％以上である
のが好ましい。
【００２５】
（Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒ）
　本発明においては、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒのうちの少なくとも１種を含有することにより、
巨晶の発生を抑制し、ブランク（サブストレート）の表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっ
き膜が優れたものとなる。ただし、Ｃｒが２．０質量％を超えたり、Ｔｉが０．５質量％
を超えたり、Ｚｒが２．０質量％を超えたり、その合計量が２．０質量％を超えたりする
と、熱間割れが生じる。そのため、Ｃｒ：２．０質量％以下、Ｔｉ：０．５質量％以下、
Ｚｒ：２．０質量％以下のうち少なくとも１種を含有すると共に、その合計量が２．０質
量％以下とする。
　なお、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒを過剰に添加した場合、粗大晶が生じ易くなる。粗大晶は、め
っきの前処理工程において脱落した場合、めっき欠陥になることがあるため、めっき平滑
性の観点から、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒの合計量は０．３質量％以下であるのが好ましい。巨晶
の発生をより抑制する観点から、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒの合計量は０．１質量％以上であるの
が好ましく、０．２質量％以上であるのがより好ましい。
【００２６】
（残部）
　本発明に係るブランクを構成する化学組成の基本成分は前記のとおりであり、残部成分
はＡｌおよび不可避的不純物（先に説明したＳｉ以外の不可避的不純物）である。不可避
的不純物は、材料の溶解時に不可避的に混入する不純物であり、ブランクの諸特性を害さ
ない範囲で含有される。このような不可避的不純物としては、例えば、Ｖ、Ｂ、Ｎａ、Ｋ
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、Ｃａ、Ｓｒなどが挙げられる。不可避的不純物は、個々に０．００５質量％以下、合計
で０．０１５質量％以下であれば本発明の効果を阻害しない。従って、本発明においては
、本発明の効果を阻害しない範囲で不可避的不純物を含有させていてもよく、また、本発
明の効果を阻害しない範囲で、本明細書で説明した元素以外の元素などを積極的に含有さ
せてもよい（つまり、これらの態様も本発明の技術的範囲に含まれる。）。また、本実施
形態においては、残部成分としてＣｕおよびＺｎを０．１質量％未満で含んでいてもよい
。
【００２７】
　なお、本発明に係るブランクの化学組成は、例えば、Ａｌ合金を溶解する際に添加する
元素の添加量を適宜調節することができる。また、不可避的不純物の含有量の調整（規制
）は、例えば、三層電解法により精錬した地金を使用したり、偏析法を利用してこれらを
排除したりすることができる。
【００２８】
（表面に占める金属間化合物の面積率）
　表面に占める金属間化合物としては、例えば、Ｍｇ－Ｓｉ系金属間化合物、Ａｌ－Ｆｅ
系金属間化合物、Ａｌ－Ｍｎ系金属間化合物、Ａｌ－Ｎｉ系金属間化合物、Ａｌ－Ｆｅ－
Ｍｎ系金属間化合物、Ａｌ－Ｆｅ－Ｎｉ系金属間化合物、Ａｌ－Ｍｎ－Ｎｉ系金属間化合
物、Ａｌ－Ｆｅ－Ｍｎ－Ｎｉ系金属間化合物、Ａｌ－Ｃｒ系金属間化合物、Ａｌ－Ｔｉ系
金属間化合物、Ａｌ－Ｚｒ系金属間化合物などが挙げられる。また、この場合、上記のＡ
ｌ－Ｆｅ系金属間化合物の一部を置換したＡｌ－Ｆｅ－Ｃｒ系金属間化合物や、Ａｌ－Ｍ
ｎ系金属間化合物の一部を置換したＡｌ－Ｍｎ－Ｃｒ系金属間化合物なども対象となる。
また、後記するように、Ｃｕ、Ｚｎを本発明で規定する含有量で含有する場合は、Ａｌ－
Ｃｕ系金属間化合物、Ａｌ－Ｚｎ系金属間化合物などが挙げられる。なお、本発明におい
ては、単体Ｓｉも金属間化合物と同様に扱う。
【００２９】
　表面に占める前記した金属間化合物の面積率を５％以上とすることにより、ブランクの
ヤング率を７３ＧＰａ以上とすることができる。これに対し、当該面積率が５％未満であ
ると、ブランクのヤング率を７３ＧＰａ以上とすることができない。また、当該面積率が
４０％を超えると、熱間割れが生じたり、表面欠陥が生じたりする。そのため、本発明で
は、当該面積率を５～４０％とする。ブランクのヤング率をより高くする観点から、当該
面積率は１０％以上であるのが好ましく、１５％以上であるのがより好ましい。また、よ
り優れた表面性状を得る観点から、当該面積率は３８％以下であるのが好ましく、３５％
以下であるのがより好ましい。
【００３０】
　当該面積率は、Ｓｉ、Ｍｇ、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒを本明細書で説明す
る含有量とすることにより調整でき、Ｃｕ、Ｚｎを含有する場合は、これらを本明細書で
説明する含有量とすることにより調整できる（なお、Ｃｕ、Ｚｎについては後述する）。
【００３１】
（表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計）
　前記した金属間化合物のうち、単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物上には前記し
たように無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜が被覆しない。そのため、表面に占める単体Ｓｉおよび
Ｍｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計が多いと、ブランク（サブストレート）の表面
に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜にピットが多く形成され、無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜形
成後の平滑性が劣ることとなる。また、単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物が多い
場合、磁気ディスク用アルミニウム合金の耐力を９０ＭＰａ以上とすることが難しくなる
。従って、本発明では、表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率
の合計を１．０％以下とする。これらの面積率の合計は少ないほど好ましく、例えば０．
９％以下や０．１％未満であることが好ましい。
　なお、単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計は、Ｓｉ量を前記した
含有量以下とすることにより制御できる。



(7) JP 6684139 B2 2020.4.22

10

20

30

40

50

【００３２】
　表面に占める前記した各金属間化合物（単体Ｓｉを含む）の面積率は、次のようにして
求めることができる。例えば、日本電子株式会社製ＦＥ－ＳＥＭ（Field Emission Scann
ing Electron Microscope、型式ＪＳＭ－７００１Ｆ）を用い、加速電圧を１５ｋＶとす
る。そして、付属の分析システム“Analysis Station 3,8,0,31”と、粒子解析ソフト“
ＥＸ－３５１１０　粒子解析ソフトウエアVer．3.84”と、を用い、ＦＥ－ＳＥＭで得ら
れた組成像における単体Ｓｉ、Ｍｇ－Ｓｉ系金属間化合物、Ａｌ－Ｆｅ系金属間化合物な
どの面積率を算出することができる。
【００３３】
（ヤング率）
　ヤング率は、材料が弾性的に挙動する場合の応力と歪の比であり、本発明においては、
薄肉化した磁気ディスクをＨＤＤで回転させたときの振動の発生に影響する。ヤング率が
７３ＧＰａ以上であると、高剛性であるので、薄肉化した磁気ディスクの振動を確実に抑
制できる。そのため、本発明では、ヤング率は７３ＧＰａ以上が好ましい。薄肉化した磁
気ディスクの振動をより抑制する観点から、ヤング率は高いほど好ましい。例えば、ヤン
グ率は７５ＧＰａ以上が好ましく、８０ＧＰａ以上がより好ましく、８３ＧＰａ以上がさ
らに好ましく、８５ＧＰａ以上がよりさらに好ましい。なお、ヤング率８０ＧＰａはガラ
ス製基板相当となる。
　ヤング率は、Ｍｇ、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒを本明細書で説明する含有量
とすること、および表面に占める金属間化合物の面積率を所定範囲とすることにより調整
できる。
　ヤング率は、例えば、ＪＩＳ　Ｚ　２２８０：１９９３（金属材料の高温ヤング率試験
方法）に準拠して、圧延平行方向を長手方向とする６０ｍｍ×１０ｍｍ×１ｍｍ厚の試験
片を作製し、その試験片を用いることにより測定できる。具体的には、前記ＪＩＳ規定の
方法に則り、大気雰囲気下、室温にて自由共振法により測定できる。試験装置は、日本テ
クノプラス社製ＪＥ－ＲＴ型を用いるのが好ましい。
【００３４】
（耐力）
　耐力は、ブランクとして（さらにはサブストレートおよび磁気ディスクとして）十分な
強度を得るため、９０ＭＰａ以上が好ましい。耐力が９０ＭＰａ未満であると、ブランク
として十分な強度が得られない。耐力は、ブランクとしてより高い強度を得る観点から、
１００ＭＰａ以上が好ましく、１１０ＭＰａ以上がより好ましく、１２０ＭＰａ以上がさ
らに好ましく、１３０ＭＰａ以上がよりさらに好ましい。
　耐力は、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉ、Ｍｇなどの添加量を前記所定量の範囲で添加し、焼鈍条件
を調整して、各金属間化合物の生成量やマトリックス中の固溶量を制御することにより調
整できる。
　耐力は、例えば、ＪＩＳ　Ｚ　２２４１：２０１１（金属材料引張試験方法）に準拠し
、圧延平行方向を長手方向とするＪＩＳ５号試験片を作製して金属材料引張試験を行うこ
とにより求められる。なお、ブランクやサブストレートから当該試験片を作製することが
困難な場合は、例えば、製造途中の冷間圧延板の一部を切り出し、矯正焼鈍に相当する３
２０℃、３時間の焼鈍を行った後、ＪＩＳ　Ｚ　２２４１：２０１１（金属材料引張試験
方法）に準拠し、圧延平行方向を長手方向とするＪＩＳ５号試験片を作製して金属材料引
張試験を行うことにより求められる。なお、ブランクからＪＩＳ５号試験片に相似する寸
法比に縮小した試験片を作製し測定しても同じ値となる。
【００３５】
（表面における金属間化合物の絶対最大長）
　前記した表面における金属間化合物の絶対最大長は５０μｍ以下が好ましい。このよう
にすると、無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の形成を好適に行えるため、めっき膜の膜厚を薄くで
きる。また、金属間化合物が微細であるので、耐力が向上する。なお、「絶対最大長」と
は、例えば、ＳＥＭのＣＯＭＰＯ像などで観察した際に認識される該当粒子上で、最も離
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れた２点間の距離をいう。金属間化合物の絶対最大長が小さいほど粗大晶の脱落に伴うめ
っき欠陥の発生リスクを低減できる。このような観点から、金属間化合物の絶対最大長は
３０μｍ以下がより好ましく、２５μｍ以下がさらに好ましく、２０μｍ以下がさらによ
り好ましい。
　金属間化合物の絶対最大長は、Ｓｉ、Ｍｇ、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒなど
を本明細書で説明する含有量とすることにより調整できる。
【００３６】
［ブランクの第２実施形態］
　次に、ブランクの第２実施形態について説明する。
　第２実施形態に係るブランクは、前記した化学組成に関して、さらに諸特性を向上させ
るために種々の元素を添加したものである。
（Ｃｕ、Ｚｎ）
　第２実施形態に係るブランクは、第１実施形態に係るブランクの化学組成に、Ｃｕ：０
．１質量％以上１０．０質量％以下、Ｚｎ：０．１質量％以上１０．０質量％以下のうち
少なくとも１種を含有させたものである。
　ＣｕおよびＺｎは、ブランク（サブストレート）中に均一に固溶し、めっき前処理のジ
ンケート処理において、ジンケート浴中のＺｎイオンをブランク（サブストレート）の表
面へ均一に微細析出させる。従って、ブランク（サブストレート）の無電解Ｎｉ－Ｐめっ
き膜に形成されるピット数がより低減し、めっき膜の平滑性がより優れたものとなる。こ
のような効果を得るため、前記したように、Ｃｕは０．１質量％以上１０．０質量％以下
、Ｚｎは０．１質量％以上１０．０質量％以下のうち少なくとも１種を含有することとし
ている。Ｃｕ量およびＺｎ量がそれぞれ１０．０質量％を超えると、金属間化合物の生成
量が増えるため、熱間割れが生じるおそれがある。
【００３７】
　なお、第２実施形態に係るブランクの化学組成、表面に占める金属間化合物の面積率、
ヤング率、耐力、表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計
は、第１実施形態と同様であるので、説明を省略する。
【００３８】
　以上に説明した第１実施形態および第２実施形態に係るブランクは、化学組成と、表面
に占める金属間化合物の面積率と、表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合
物の面積率の合計と、を前記したように特定している。そのため、第１実施形態および第
２実施形態に係るブランクはいずれも剛性、および表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき
膜の平滑性に優れている。
【００３９】
［サブストレート］
　本実施形態に係るサブストレートは、前記した第１実施形態または第２実施形態に係る
ブランクを用いたものである。具体的には、本実施形態に係るサブストレートは、前記し
たブランクの表面を平滑化加工（研削加工、鏡面加工）することにより製造される。
　ここで、本実施形態に係るサブストレートは、前記したブランクと平滑化加工されてい
るか否かが異なるだけで、同様の化学組成および金属組織などの構成を有している。従っ
て、本実施形態に係るサブストレートは、前記したブランクと同様、剛性、および表面に
形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の平滑性に優れている。
【００４０】
［ブランクの製造方法］
　前記した本発明に係るブランクは、磁気ディスク用の基板を製造する一般的な条件の製
造方法および設備により製造できる。例えば、材料を溶解して前記した化学組成に調整し
、鋳塊を鋳造する鋳造工程、この鋳塊に対して均質化熱処理を行う均質化熱処理工程、均
質化熱処理を行った鋳塊を熱間圧延して所定の板厚の熱間圧延板を得る熱間圧延工程、熱
間圧延板を冷間圧延して冷間圧延板を得る冷間圧延工程、冷間圧延板から円環状の基板を
打ち抜く打ち抜き工程、および、矯正焼鈍を行う矯正焼鈍工程を含む一連の工程に供する
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ことにより製造できる。なお、必要に応じて、冷間圧延工程の前か、または冷間圧延工程
の途中で中間焼鈍を行ってもよい。
【００４１】
　前記した各工程の具体的な条件の一例を説明すると以下のようになるが、これらに限定
されるものではない。
　鋳造工程は、７００～８００℃で材料を溶解し、７００～８００℃で鋳造するのが好ま
しい。得られた鋳塊は、２ｍｍ／片面の面削を行うのが好ましい。
　均質化熱処理工程は、４００～６００℃、好ましくは５４０℃で８時間行うのが好まし
い。
　熱間圧延工程は、均質化熱処理後に連続して行われるが、Ｍｇ－Ｓｉ系金属間化合物抑
制の観点では、開始温度は５１０℃以上が好ましく、終了温度は３００～３５０℃が好ま
しく、５２０℃から４００℃までは３時間以内に通過するのが好ましい。圧延後の板厚は
３ｍｍ以下とするのが好ましい。
　冷間圧延工程は、圧延後の板厚は約１ｍｍとするのが好ましい。
　打ち抜き工程は、冷間圧延板から内径２４ｍｍ、外径９６ｍｍの円環状の基板（３．５
インチＨＤＤ用）となるように打ち抜くのが好ましい。なお、２．５インチＨＤＤ用のブ
ランクを製造する場合は、冷間圧延板から内径１９ｍｍ、外径６６ｍｍの円環状の基板と
なるように打ち抜くのが好ましい。
　矯正焼鈍工程は、高平坦度のスペーサ間に円環状の基板を積み付けし、全体を加圧しな
がら焼鈍する。焼鈍温度は３００～５００℃とし、焼鈍時間は３時間とするのが好ましい
。また、矯正焼鈍を行う際の昇温速度および高温速度は共に８０℃／時間とするのが好ま
しい。
【００４２】
［サブストレートの製造方法］
　前記した本発明に係るサブストレートは、例えば、次のようにして製造することができ
る。
　まず、ブランクの内径と外径を各１ｍｍずつ切削加工する端面加工を行う。その後、両
面研削機に予めセットされたキャリアのポケット内に前記端面加工を行ったブランクをセ
ットする。そして、砥石により目標の板厚になるまで研削加工（鏡面加工）すると、本発
明に係るサブストレートを製造することができる（なお、当該サブストレートは、グライ
ンドサブストレートと呼称されることもある。）。
　このようにして製造された本発明に係るサブストレートの化学組成や金属組織などの構
成は前記したブランクと同様であるが、鏡面加工を行っているので、ブランクと比較して
高い平滑性を具備している。
【００４３】
［磁気ディスクおよびその製造方法］
　このようにして製造したサブストレートの表面を任意の条件で酸エッチング処理し、無
電解Ｎｉ－Ｐめっき膜を形成した後、その表面を研磨する（なお、無電解Ｎｉ－Ｐめっき
膜を形成したサブストレートは、めっきサブストレートと呼称されることもある。）。次
いで、このサブストレート上に、磁気特性を高めるための下地膜、Ｃｏ基合金からなる磁
性膜、および磁性膜を保護するためのＣ（カーボン）からなる保護膜などをスパッタリン
グにより形成することで、磁気ディスクを作製することができる。
　前記した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜、下地膜、磁性膜、保護膜の形成は、磁気ディスクを
製造するにあたって一般的に実施される条件で行うことができる。
【００４４】
　なお、ブランクおよびサブストレートなどの製造条件については、例えば、特許第３４
７１５５７号公報や特許第５１９９７１４号公報に詳しく記載されている。そのため、ブ
ランクおよびサブストレートを製造するにあたってこれらの文献を参照することもできる
。
【００４５】
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　また、前記したように、本発明におけるブランクとサブストレートの違いは、研削加工
（鏡面加工）を行っているか否かである。そのため、サブストレートに対して行った、表
面に占める金属間化合物の面積率、表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合
物の面積率の合計値、ヤング率の測定結果および評価結果、耐力の測定結果および評価結
果はそのままブランクにおける算出結果や測定結果、評価結果とみなすことができるし、
その逆もまた然りである。
【実施例】
【００４６】
　次に、本発明の効果を奏する実施例とそうでない比較例を対比して本発明に係るブラン
クおよびサブストレートについてより詳細に説明する。
　表１のＮｏ．１～１５、２０、３０～３３に示す化学組成（質量％）のＡｌ合金を用い
、Ｎｏ．１～１５、３０～３３に係るサブストレートを以下のようにして製造した。なお
、Ｎｏ．２０は、熱間割れが生じたため、サブストレートを製造できなかった（表２参照
）。ここで、表１中の「―」は該当する成分を添加しておらず、検出限界値未満であるこ
とを示し、下線は本発明の要件を満たしていないことを示している。また、表１の「Ｆｅ
，Ｍｎ，Ｎｉの合計量」および「Ｃｒ，Ｔｉ，Ｚｒの合計量」の算出にあたり、「―」で
示されている含有量は０質量％として計算を行った。
【００４７】
　サブストレートは、鋳造工程、均質化熱処理工程、熱間圧延工程、冷間圧延工程、打ち
抜き工程、矯正焼鈍工程、端面加工工程、鏡面加工工程をこの順で行って製造した。各工
程の具体的な条件は以下のとおりである。
【００４８】
　鋳造工程は、７５０℃で材料を溶解し、鋳造した。得られた鋳塊は、２ｍｍ／片面の面
削を行った。
　均質化熱処理工程は、Ｎｏ．１～１５、２０については５４０℃で８時間行い、Ｎｏ．
３０～３３については４５０℃で８時間行い、炉から取り出した後に５分以内に熱間圧延
を開始した。
　熱間圧延工程は、Ｎｏ．１～１５、２０については開始温度を５２０～５４０℃とし、
終了温度を３００～３３０℃とし、圧延後の板厚は３ｍｍとなるように行った。Ｎｏ．３
０～３３については開始温度を４３０～４５０℃とし、終了温度を３００～３３０℃とし
、圧延後の板厚は３ｍｍとなるように行った。なお、この熱間圧延工程で熱間割れが生じ
たもの（Ｎｏ．２０）については、表面に占める金属間化合物の面積率と、表面に占める
単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計と、を調べるため、割れていな
い部分を用いて研磨し、後記するようにして金属間化合物の面積率などを測定した。なお
、金属間化合物の面積率の値は、熱間圧延後の熱間圧延板を測定しても矯正焼鈍後のブラ
ンクを測定しても変わらない。
【００４９】
　冷間圧延工程は、圧延後の板厚が１ｍｍとなるように行った。
　打ち抜き工程は、冷間圧延板から、内径２４ｍｍ、外径９６ｍｍの円環状（３．５イン
チＨＤＤの寸法に相当）に基板を打ち抜いた。
　矯正焼鈍工程は、高平坦度のスペーサ間に円環状の基板を積み付けし、全体を加圧しな
がら焼鈍することにより行った。焼鈍温度は４００℃とし、焼鈍時間は３時間とした。ま
た、矯正焼鈍を行う際の昇温速度および高温速度は共に８０℃／時間とした。鋳造工程か
ら矯正焼鈍工程までを行うことでブランクを製造した。
　次いで、端面加工工程は、ブランクの内径と外径を各１ｍｍずつ切削加工した。
　そして、鏡面加工工程は、両面研削機に予めセットされたキャリアのポケット内に前記
した端面加工後のブランクをセットし、ＰＶＡ砥石（日本特殊研砥株式会社製　４０００
番）により目標の板厚になるまで研削加工（鏡面加工）した。この鏡面加工工程を行うこ
とでサブストレートを製造した。
【００５０】
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　製造したＮｏ．１～１５、３０～３３に係るサブストレートを用いて、表面に占める金
属間化合物の面積率と、表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率
の合計と、を求めると共に、表面における金属間化合物の絶対最大長と、ヤング率と、耐
力と、を以下のようにして測定した。また、サブストレートの表面に形成した無電解Ｎｉ
－Ｐめっき膜の平滑性を以下のようにして評価した。
【００５１】
（表面に占める金属間化合物の面積率、表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間
化合物の面積率の合計）
　表面に占める金属間化合物の面積率、表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間
化合物の面積率の合計は、次のようにして測定した。日本電子株式会社製ＦＥ－ＳＥＭ（
Field Emission Scanning Electron Microscope、型式ＪＳＭ－７００１Ｆ）を用い、加
速電圧を１５ｋＶとし、２００倍で２０視野の組成像を撮像した。そして、付属の分析シ
ステム“Analysis Station 3,8,0,31”と、粒子解析ソフト“ＥＸ－３５１１０　粒子解
析ソフトウエアVer．3.84”と、を用い、ＦＥ－ＳＥＭで得られた組成像における単体Ｓ
ｉ、Ｍｇ－Ｓｉ系金属間化合物、Ａｌ－Ｆｅ系金属間化合物などの面積率を算出した。ま
た、算出した金属間化合物の面積率を適宜合計することにより、表面に占める金属間化合
物の面積率を算出した。
【００５２】
（表面における金属間化合物の絶対最大長）
　表面における金属間化合物の絶対最大長は、前記表面に占める金属間化合物の面積率を
算出する際に、ＳＥＭのＣＯＭＰＯ像で観察して認識された該当粒子上で最も離れた２点
間の距離を測定した。
【００５３】
（ヤング率）
　ヤング率は、ＪＩＳ　Ｚ　２２８０：１９９３（金属材料の高温ヤング率試験方法）に
準拠して、圧延平行方向を長手方向とする６０ｍｍ×１０ｍｍ×１ｍｍ厚の試験片を作製
し、その試験片を用いて測定を行った。測定は、試験装置に日本テクノプラス社製ＪＥ－
ＲＴ型を用いて、大気雰囲気下、室温にて自由共振法により行った。
　ヤング率が８０ＧＰａ以上のものを「◎」、７３ＧＰａ以上８０ＧＰａ未満のものを「
○」、７３ＧＰａ未満のものを「×」と評価した。◎および○が合格であり、×が不合格
である。
【００５４】
（耐力）
　なお、製造した円環状のサブストレートから耐力測定用の試験片を製造することは形状
や寸法上の理由により困難である。そのため、冷間圧延板の一部を切り出し、矯正焼鈍に
相当する４００℃、３時間の焼鈍を行った後、ＪＩＳ　Ｚ　２２４１：２０１１（金属材
料引張試験方法）に準拠し、圧延平行方向を長手方向とするＪＩＳ５号試験片を作製し、
金属材料引張試験を行うことによって求めた。
　耐力が１２０ＭＰａ以上のものを「◎」、１００ＭＰａ以上１２０ＭＰａ未満のものを
「○」、９０ＭＰａ以上１００ＭＰａ未満のものを「△」、９０ＭＰａ未満のものを「×
」と評価した。◎、○および△が合格であり、×が不合格である。なお、ブランクからＪ
ＩＳ５号試験片に相似する寸法比に縮小した試験片を作製し測定しても同じ値となった。
【００５５】
（表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の平滑性）
　製造したサブストレートをアルカリ洗浄剤（上村工業株式会社製ＡＤ－６８Ｆ）にて７
０℃、５分間の脱脂処理を行った後、純水で洗浄した。次いで、ソフトエッチング剤（上
村工業株式会社製ＡＤ－１０１Ｆ）にて６８℃、２分間の酸エッチング処理を行った後、
純水で洗浄した。
　そして、３０％硝酸でデスマット処理を行い、さらにこれに続けてジンケート処理液（
上村工業株式会社製ＡＤ－３０１Ｆ－３Ｘ）を用いて２０℃、３０秒のジンケート処理を
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行った。その後、一旦、３０％硝酸でＺｎを溶解させた後に、再度、前記したジンケート
処理液を用いて２０℃、１５秒のジンケート処理を行った。そして、Ｎｉ－Ｐめっき液（
上村工業株式会社製ニムデン（登録商標）ＨＤＸ）を使用し、９０℃、２時間という条件
で無電解Ｎｉ－Ｐめっき処理を行い、厚さが１０μｍ程度の無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜を形
成した。
　無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜を形成したサブストレートのめっき表面をブルカー社製Ｃｏｎ
ｔｏｕｒＧＴ　Ｘ３（非接触３次元光干渉型表面形状粗さ計）を用いて対物レンズ×５０
、ＦＯＶ×１、ＶＳＩモードで表面を測定した。めっき膜表面に幅３μｍ以上、深さ１μ
ｍ以上のピット個数が０～４個／ｍｍ２のものを「◎」、５～１０個／ｍｍ２のものを「
○」、１１個／ｍｍ２以上のものを「×」と評価した。◎および○が合格であり、×が不
合格である。
　なお、無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜形成後のサブストレートを、コロイダルシリカ系のスラ
リー（株式会社フジミインコーポレーティッド製ＤＩＳＫＬＩＴＥ　Ｚ５６０１Ａ）と、
パッド（カネボウ株式会社（現アイオン株式会社）製のＮ００５８　７２Ｄ）と、を使用
して研磨（ポリッシュ）し、その表面を評価に用いても、前記無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜形
成後の評価結果と変わらなかった。
【００５６】
　表２に、Ｎｏ．１～１５、３０～３３に係るサブストレートに対して行った測定結果お
よび評価結果を示す（なお、前記したようにＮｏ．２０に係るサブストレートは熱間割れ
が生じたため、ヤング率、耐力、表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の平滑性につい
ては評価および測定を行わなかった。）。ここで、表２中の下線は本発明の要件を満たし
ていないことを示している。
【００５７】
【表１】

【００５８】
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【表２】

【００５９】
　表２に示すように、Ｎｏ．１～１２に係るサブストレートは、本発明の要件を満たして
いたので、本発明の所期の効果を奏することが確認された（いずれも実施例）。
　具体的には、Ｎｏ．１、２、４～６、９、１１に係るサブストレートは、ヤング率が良
好な結果となり、剛性に優れていることが確認された。また、これらはブランクとして要
求される耐力値も満たしていた。
　また、Ｎｏ．１～１２に係るサブストレートは、表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき
膜の平滑性が優れていることが確認された。
　これらの中でも、Ｎｏ．１２に係るサブストレートは、Ｃｕ、Ｚｎを適量含有していた
ため、表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜の平滑性が高い傾向にあることが確認され
た。
【００６０】
　他方、表２に示すように、Ｎｏ．１３～１５、３０～３３に係るサブストレートは、本
発明の要件を満たしていなかったので、ヤング率または表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめ
っき膜の平滑性が劣っていることが確認された（いずれも比較例）。
【００６１】
　具体的には、Ｎｏ．１３に係るサブストレートは、Ｍｇ量が上限を超えていたため、ヤ
ング率が低く、剛性が劣っていた。
　Ｎｏ．１４に係るサブストレートは、Ｓｉ量が上限を超えていたため、表面に占める単
体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系金属間化合物の面積率の合計が上限を超えていた。そのため、
Ｎｏ．１４に係るサブストレートは、表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめっき膜におけるピ
ット個数が増加し、平滑性が劣っていた。また、Ｎｏ．１４に係るサブストレートは、耐
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力が低く、強度が劣っていた。
　Ｎｏ．１５に係るサブストレートは、表面に占める金属間化合物の面積率が下限未満で
あったため、ヤング率が低く、剛性が劣っていた。
　Ｎｏ．３０～３３に係るサブストレートは、表面に占める単体ＳｉおよびＭｇ－Ｓｉ系
金属間化合物の面積率の合計が上限を超えていたため、表面に形成した無電解Ｎｉ－Ｐめ
っき膜におけるピット個数が増加し、平滑性が劣っていた。また、Ｎｏ．３０～３３に係
るサブストレートは、耐力が低く、強度が劣っていた。
【００６２】
　なお、前記したように、Ｎｏ．２０に係るサブストレートは、熱間割れが生じたため製
造することができなかった（比較例）。
　具体的には、Ｎｏ．２０に係るサブストレートは、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒの合計量が上限を
超えていたため、熱間割れが生じた。
　なお、熱間割れが生じたＮｏ．２０に係るサブストレートは、表面に占める前記した金
属間化合物の面積率が上限を超えていた。
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